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1調 査

総合貿易情報 システム海外調査団報告
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は じめに

国際貿易の発展にともない,貿 易関係書類は急激に膨

張し,貿 易手続の繁雑化が大 きな問題 とな っている。 こ

れに対処するためわが国には昭和46年 貿易関係書式標準

化委員会がスター トし,貿 易文書の標準化の活動を続 け

ている。

当財団ではさらに貿易関連業務のADPシ ステム化に

ついて検討すべ く昨年5月 通商産業省の支援の もとに大

蔵省,外 務省な どの関連官庁及び貿易商社,船 会社,銀

行保険会社等の貿易関連業界の協力を得て 「総合貿易情

報システム調査委員会」(委 員長鈴木正美 日本商工会議

所常務理事)を 設置した。

この問題については,ECEに おいてかな り早 くか ら

検討されてお り,現 在では貿易文書の標準化から貿易デ

ータ処理のADP化 に重点が移 りつつある。また欧米先

進国内部でも貿易文書の標準化簡素化は勿論,貿 易デー

タのADP化 について積極的に取 り組んでいる。同委員

会ではこのような海外の動向を把握するための専門委員

会委員長zk野 幸男氏を団長 とする12名よりなる調査団を

派 遣 し た。 同 調 査 団 は10月7日 よ り約1ヵ 月 に わ た りE

CE(国 連 欧 州 経 済 委 員 会),ADPとCodingの 専 門

家 会 議 に オ ブ ザ ー バ ー と して参 加 す る外,英,米,仏,

独,カ ナダ の各 国 を訪 問 し,各 国の 専門 機 関 及 び具 体 的

シ ス テ ムの 調 査 を行 な った。 こ こに主 要 訪 門 先 の 活 動概

要 を 紹介 しなが ら世 界 に お け る貿 易 情 報 処 理 の シス テ ム

化 に つ い て ふ れ てみ た い。

ECE,ADPとCodingの 専 門家会 議 に

つ い て.

貿易文書の標準化については,北 欧なかんず くスエー

デンにおいて非常に早 くか ら取 り上げられていたが,こ
ト

のような活動が昭和36年ECE(国 連欧州経済委員会,

貿易拡大委員会)に 取 り上げ られECEの 場で検討され

ることとなった。そのナこめの専門家会議が英,米 も加え

て貿易拡大委員会の下部組織 として設置され,国 際貿易

文書の標準化に取 り組むこととなった。この専門家グル

ープにより開発 されたのがECEレ イアウトキー(合 理

的書類作成,照 合のため,記 載項 目配列を規定したヒナ

型)で ある。これは現在多くの国で採用 されはじめてい
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る。ECE貿 易 拡 大 委 員会 で

この 貿 易 文 書 の 標 準 化活 動 か

ら,さ らに コ ン ピ ュー タに よ

る 自動 化 を ね らい とし,国 際

的 な コー ドの統 一 に ま で作 業

を進 め よ うとの 方 針 で 専門 家

組 織 の 改 組 を行 な いADPと

コ ー デ ィン グの 専門 家 会 議 を

発 足 させ た。 この 第1回 専門

家 会 議 は1972年1月 に,第2

回は 同 年4月 に 開 催 され た。

ECEに おける活動組織図

唄組織
ECE

この会議では,次 のような事について,こ れまで検討さ

れてきた。

①国際貿易に使用されるADPシ ステム

②コーディング

③国際貿易用語の定義について

④情報収集活動

我々調査団は,こ の第3回 会議(10月16日 ～18日)に

オブザーバーとして参加しテこわけだが,同 専門委員会は

今後の協力関係を希望されi。 この第3回 会議では,特

に次のよう事が主テーマとして取 り上げられた。

①商品記載に関するハーモナイズコー ドの開発

②国際貿易自動データ処理の適用に際しての国際間イ

ンターフェイス

③国名 コー ド

④国際貿易書類へのコー ド化 されたデータの記入箇所

⑤バンキング

10月19日20日 は,記 載データとドキュメンテーシ 。ン

の専門家会議が開かれた。 この会議はADPと コーディ

ングの専門家会議 と連絡をとりっつ主に ドキュメンテー

シ・ンについて検討するために設置された ものである。

第1回 会議は1972年7月 に開かれ,今 回は第2回 目の会

議である。主なテーマは次のような事で,こ れらの問題

について活発な意見の交換があった。

①AWBに ついてIATAとECEと の調整の問題

②輸入通関のために要求されるデータ

③国際貿易書類の合理化の可能性について

④書類のリス ト

⑤項 目のリス ト

ーーー一2

ADPとCoding

の専門家委貝合

新組織
ECE

貿易拡大委員会

一ー 一
記載 デー〉 と ドキ
ュメ ンテーシ ョン
の専 門家 委員会

⑥ユニークリファレンスナンバー

したがって,ECEで は国際貿易の簡素化について,

非常に長い時間をかけ一歩一歩着実に作業を積み重ねて

いるとい うことである。

また今後わが国の参加および情報交換を希望している

が,わ が国も早急に日本の実情を把握し,意 見 も出して

行く必要を感 じた。

各国の貿易情報簡素化システム化の専門機

関活動について

我 々調 査団 はECEの 専 門 家 会 議 に 参加 す るほ か,英

国 のSITPRO(CommitteefortheSimplificationof

InternationalTradeProcedures),米 国 のNCITD

(NationalCommitteeonInternationalTrade),カ ナ

ダ のCOSTPRO(CanadianOrganizationforthe

Simplif三cationofTradeProcedufes)に つ い て 訪 問 し,

貿 易 文 書 の 標 準 化,簡 単 化,ま たはADP化 に つ い て ど

の よ うな 活 動 を 行 な って い るか 調 査 を した。

これ らの 機 関 は皆,独 立 機 関 として 活 動 を つづ け てお

り,年 間 予 算 約60百 万程 度 を 計上 し て い る。SITPRO

は 当 初 は 貿 易 文 書 の標 準 化 に つ い て政 府 の 支 援 の も とに

発 足 した 民 間 よ りな る 中立 機 関 で あ る。 最 近 は 国際 貿易

のADP化 の 問 題 に重 点 をお い て活 動 し て お り,ECE

の 専 門 家 会 議 に も積 極 的 な参 加 を 行な って い る。

NCITDは 米 国 の貿 易 文 書 の標 準 化活 動 を行 な って

い る申 立 機 関 で あ る。 米 国に は この外 に 国際 貿 易 のAD

P化 の 問題 を検 討 し てい る機 関 と して,TDCC(Tra-

nspOrtationDataCoordinatingComrnittee)が あ るo
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米 国運 輸 省DOT(DepartmentofTransportation)の

フ ァシ リテ ェー シ 。ン ・オ フ ィス は,こ れ ら両 機 関 と連

絡 を と りつ つ対 外 的 な貿 易 情 報 処 理 シ ス テ ム化 の た めの

活 動 を 行 な って い る機 関 で あ る。 我 々 は このDOTも 訪

問 しデ ー タ ・ トラン ス ミッシ ョンの 実 験 計 画 に つ い て 説

明 を受 け た。

カ ナ ダのCOSTPROは,昨 年9月 設 置 され た ば か り

の 機 関 で あ るが,今 後 貿 易 文 書 の 標 準 化,ADP化 に つ

い て積 極 的 に 取 り組 も うと して い る新 しい機 関 で あ る。

この よ うな 機 関 は カ ナ ダの 外 に もフ ラン ス を は じめ欧

州 各 国 に続 々 と設 置 され よ う とし て い る。 この よ うな 動

向 が,貿 易 情 報 処 理 シ ス テ ム化 に つ い てECEの 専 門 家

会 議 を 中心 とす る世 界 の流 れで あ る よ うだ。

貨物通関のADP化 について

欧 米 先 進 国 で は 通 関 業 務 のADP化 を 中心 に空 港 貨 物

の 自動 化 に つ い て検 討 をは じめ,現 在 政 府 レ ベ ル で シ ス

テ ム化 の推 進iがは じま って い る。 我 国は 英 国 のLACES

(LondonAirportEDPSheme)と フ ラ ンス のSOFIA

(Systemed'OrdinaturepourleFretInternationale

Aerien),米 国 のAMPS(AutomaticMerchandizing

ProcessingSystem)に つ い て調 査 す るた め,そ れ ぞ れ

関係 当局 を訪 問 した 。

LACESは 英 国 ヒー ス ロー空 港 で 進 め られ た計 画 で あ

り,す で に稼 動 して い る。 作 業 内容 は輸 入 に 関 し,ス ト

ック・ア カ ウ ン テ ィン グ及 び輸 入 通 関 の 自動 化 で あ るが,

さ らに将 来輸 出 の 自動 化 も計 画 され て い る。 この 開 発 に

は す で に43億 円 が か か って い る と言 わ れ て い る。

現 在 この シス テ ムに は,英 国税 関,航 空 会 社(18社)

Agents(163社)が 参 加 して お り,全 体 の計 画 お よ び オ

ペ レー シ ョン ・コ ン トロ■・・一ル は,英 国 郵 政 省NDPS

(NationalDataProcessingCenter)に て行 な わ れ て い

る。

フ ラ ン スのSOFIAは1968年 に フ ラン ス税 関,航 空

会 社,運 送 業者,銀 行 を 中心 に シ ス テ ム化 の 研 究 が な さ

れ,1974年 の 稼 動 を 目標 に現 在 鋭 意 開発 申で あ る。 この

シ ス テ ムは まだ未 定部 分 も相 当 あ り,1年 ぐ らい の び る

可 能 性 もあ るが,オ ル リー,ル ブ ー ジ エ,ロ ワ シー 三空

港 を結 ん で 適 用 され る予定 にな ってお り,LACESよ

り当初 シ ス テ ム規 模 も大 き く計 画 され て い る。

米 国 で は1980年 に全 国 入 国 税 関 港60ヵ 所 と ワシ ン トン

に本 部 をお くナ シ 。ナル ・デ ー タ ・セ ンタ ー を結 ぶ 大 ネ

ッ トワー ク ・シ ス テ ムの 計 画(AMPS)が 進 め られ て

お り,現 在 その パ イ ロ ッ トテ ス ト港 と して シ ア トル 港 が

選 定 され1973年7月 に 実 験 テ ス トを 行 な う予 定 にな って

い る。

この よ うに 先 進 各 国 で は効 率的 な通 関 業 務 を推 進 す る

た めのADP化 シス テ ムの導 入 が 計 画 され 一 部 実 施 され

て い るわ けで あ る。 この よ うな大 規模 な シ ス テ ムを 開 発

す るに は す くな く と も5年 以 上 はか か るわ けで,わ が 国

と して も早 急 に着 手 す べ き大 きな 課 題 で あろ う。

その他 の調査先について

我 々調 査 団 は これ らの調 査 先 の外 に ハ ン ブル グ及 び シ

ア トル の ポ ー トシス テ ム,そ して ニ ュー ヨ ー ク ・ポ ー ト

・オ ー ソ リテ ィの ワー ル ド ・ トレ ー ドセ ン ター の 情 報 シ

ス テ ムに つ い て調 査 を行 な った。 これ らの シス テ ムは ま

だ 小規 模 の もの で あ るが,異 業 種 間 に あ って 貿易 情報 を

共 同利 用,処 理 し よ う とい う方 向 に あ り,わ が 国 に お い

て も,今 後 は 企 業 の 枠 を こえ た ス ル テ ィフ ァン クシ 。ナ

ル なADPの 利 用 とい う もの が もつ と真 剣 に考 え られ る

べ きだ ろ う。

終 り に

我々調査団は,ほ ぼ世界一周のかたちで各国の貿易情

報のシステム化について調査を行なってきた わ け で あ

る。

その結果感 じたことは,次 のような事である。

貿易情報のシステム化は欧米諸国において先進的に取

り組まれているが,わ が国もこれに対応出 きる方向で取

り組まなければならない。特に'アジア地区においてわが

国が積極的な役割を演 じ,国 際動向にお くれをとらない

よう努力すべ きであろ う。
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イ ン フ ォ メ ー シ ョ ン ・ユ ー テ ィ リ テ ィ

研究会報告書

わ が 国 は,社 会,経 済 の 活 動 の 多様 化,高 度 化 お よ び個 人 生 活 の 向上 等 の た めに情 報 に 対 す

るニ ー ズ は,ま す ます 高 ま って い くもの と予 想 され る。 そ し て,ニ ーズ に応 じた 情 報 の サ ー ビ

ス が,技 術 的な 進 歩 に よ り行 な わ れ る よ うに な ろ う。 い わ ゆ る,イ ン フ ォメー シ ョン ・ユ ー テ

ィ リテ ィの 出現 は必 須 の もの で あろ う。 当 財 団 で は,イ ン フ ォメー シ ョン ・ユ ー テ ィ リテ ィの

調 査 活動 を 進 め るに あ ナこり,準 備 段 階 と して,イ ン フ ォメー シ コン ・ユ ー テ ィ リテ ィの必 要 性

と問 題 点 の所 在 を 調査 し た。 以 下 に その 要 旨 を紹 介 す る。

に 常 に 脅 やか され る ことに な る。 この よ うな状 態 は,シ

.ッ クに著 し く脆 い社 会,す な わ ち ヒス テ リー 状 態 に 陥

い り易 い 社会 を もた らす こ とに な り勝 で あ る。 さ らに,

大 量 生産 され た情 報 の氾 濫 に さ ら され る結 果,人 間 の 感

覚 や好 奇心 が麻 痺 させ られ,情 報 一 般 に対 す る「無 関心 」

あ るい は 「拒 否」 とい った症 状 す ら生 じつ つ あ る。

この よ うな 矛 循 が 生 じ る原 因 の 一 つ は,現 在 の 情 報 の

流 通 メ カニ ズ ムの な か に あ る。 す な わ ち,こ れ ま で の と

ころ で は,情 報 の流 通 は 圧 倒 的 に 送 り手側 が リー ダ ー シ

ップ を握 って い たの で あ る。 送 り手側 が情 報 の加 工,送

出 の あ り方 を主 導 す るの で あ り,そ の 受 け手 か らの フ ィ

ー ドバ ッ クが影 響 す る と ころ は 少 な か った 。 これが 従 来

の コ ミュニ ケ ー シ ョン技 術 を基 礎 に した マ ス コ ミ す

な わ ち情 報 の マ ス プ ロ,マ ス セー ルー ー一が 中 心 で あ った

段 階 に お け る メ カニ ズ ム とい え よ う。

この よ うな 共 通 性 の大 きい マ ス コ ミ情 報 が す べ て 不 要

に な る とい う ことで は な い。 しか し,現 在 求 め られ つ つ

あ るの は,よ り共 通 性 の少 な い,す な わ ち個別 性 に富 ん

だ情 報 サ ー ビ スな の で あ る。 ビジ ネ ス情 報 に せ よ,生 活

情 報 に せ よ,そ れ ぞ れ 異 な る企 業,異 な る人 間 の ニ ー ズ

に 適 合 し た もの を その利 用者 に適 し た 時,所,形 態 で提

供 す る こ とが 要 請 され て い る の で あ る。 環 境 の 変化 が激

し くな るに つれ,こ の要 請 は,ま す ます 熾 烈 な もの とな る

で あ ろ う。 タ イ ム リー に 必 要 な情 報 を入 手 す る こ とに よ

って の み,的 確 な意 思 決 定 を 行 な う こ とが で きるの で あ

る。 従 って,ビ ジ ネス にお い て も,個 人生 活 に お い て も,

あ るい は公 共 サ ー ビスに お い て も新 し い情 報 流 通 メ カ ニ

σ

は じめに

われわれは現在 「情報化社会」に生活しているといわ

れている。すなわち,わ れわれの社会のなかには,情 報

あるいはインフォメーシ ョンがきわめて大量に流通し,

いわゆる情報化が進展しつつあることが特徴として指摘

されているのである。確かに,ビ ジネスにおいても,ま

テこ個人生活においても,新 聞,雑 誌,郵 便などの在来型

の メディアのみならず,テ レビ,電 話,テ レックスなど

の新しいメディアの普及が著しい ものがある。

このような大量のメディアを通じて,わ れわれは情報

の氾濫に直面している。しかしながら,必 要な情報が タ

イムリーに入手できないとい う焦 りを感 じることが少な

くない ことも事実である。たとえば,ビ ジネスにおいて

官庁統計を利用するのに時間がかか り過ぎること,あ る

いは個人生活に欠かせない商品情報や保健情報などは,

いざとい うときにはなかなか知ることがで きないことが

多いのである。

このように,「 情報化社会」のなかにおいて,情 報の

「豊かさのなかの貧困」 ともい うぺき矛循が存在するこ

とは放置することが許されない問題であろ う。社会の変

化が目まぐるしいほど,そ れに適応して行 くためには,

必要な情報を的確に入手することが不可欠になる。 さも

なければ,わ れわれは避けることができた筈の障害にっ

まづ き,人 間にとって最 も貴重な資源である 「時間」を

浪費することになる。そればか りでな く,い ざとい うと

きに依るべ き手段を知ることができないとい う 「不安」
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ズ ムの 登 場 が 待 望 され て い る とい う こ と もで き よ う。

個 別 性 の よ り大 きい 情 報 は,よ り多 くの 経 費 を 要 す る

こ とは 当然 で あ る。 ま た,そ れ を タイ ム リー に 伝達 す る

こ とに も技 術 的 制 約 が あ る。 と ころ が,コ ン ピュー タ技

術 と通 信 技 術 の 有 機 的 な 結 合 に よ って,こ の よ うな 社 会

的 ニ ー ズ に対 応 し うる新 しい 情 報 流 通 メ カ ニズ ムの 可 能

性 が 生 れ て きたの で あ る。 それ が 現 在 企 業 内 で 利 用 され

て い るデ ー タ通 信 で あ るが 今 後 さ らに発 展 す る と高 度 に

個 別 的 な情 報 サ ー ビス の 商業 化 が 夢 では な くな るで あろ

う。 す な わ ち,企 業 単 位 で はな く共 通 の デー タ ・ベ ー ス

を利 用 して,多 数 の企 業 や個 人 の情 報 ニ ー ズ に応 じた り

あ るい は 大 規 模 な 情報 処 理 能 力 を共 同 で利 用 し た りす る

手法 が 具 体 化 しつ つ あ る。 これ が 「イ ン フ ォ メー シ 。ン

・ユ ー テ ィ リテ ィ」 の概 念 で あ る。 す で に そ の先 駆 的 形

態 は,い くつ か の タイ ムシ ェア リング サ ー ビス とし て登

場 しっ つ あ る。 しか し その 発展 は ま だ軌 道 に乗 った とは

い い 難 い 。

・fンフ ォメ ー シ ョン ・ユ ー テ ィ リテ ィは,万 人 の た め

の情 報 サ ー ビ スで あ る。 す べ て の 人 間 が,共 通 に利 用 し

う る資 源 とし て情 報 お よ び情 報 処 理 サ ー ビス に ア クセ ス

で き るの で あ る。 イ ン フ ォ メー シ ョン ・ユ ー テ ィ リテ ィ

に よ って,す べ て の利 用 者 は 個別 性 に富 む サ ー ビス を受

け る こ とが で きる。 「受 け手」 が リー ダ ー シ ップ を と る

体 制 の確 立 が 期 待 で きるの で あ る。 そ して,情 報化 社 会

の矛 循 が 解 決 す る こ とにな る。

イ ンフ ォ メー シ ョン ・ユ ー テ ィ リテ ィの 実 現 は きわ め

て大 きな 社会 的意 義 を もつ もの で あ るが,そ の 実 現 に は

非 常 に大 きな努 力 を必 要 とす る。 た とえば,社 会 的,経

済 的 諸条 件 の整 備,技 術 的 な研 究 開 発 な ど解 決 す べ き問

題 は 多 い。 広 い範 囲 の関 係 者 に よ る長 期 間 の 努力 が 要請

され るの で あ る。 この 努 力 を怠 る こ とは,知 識 集 約産 業

化 を 目 ざ し,高 度 福 祉 社 会 を指 向 す るわ が 国 の 前途 に少

な か らぬ支 障 が生 じるか も知 れ な い 。

わ れ わ れ は これ ま での 情 報 化 の 展 開 に は 積 極 的 に 取 り

組 ん で きた が,今 や イ ン フ ォメ ー シ ョン ・ユ ー テ ィ リテ

ィの ビジ 。ンを構 想 す べ き時 期 を迎 えた と思 わ れ る。 も

と よ り,イ ン フ ォ メー シ ・ン ・ユ ー テ ィ リテ ィは未 来 社

会 の 最 適 化 を可 能 に す る よ うな 「魔 法 の 杖」 で は な い。

しか し,こ の新 しい情 報 流 通 メ カ ニズ ムは,日 本 列 島 を

高 度 福 祉 社会 た ら しめ るナこめ に不 可 欠 な 要 件 の 一 つ で あ

る ことは 間 違 い な い。 な るべ く広 い範 囲の 関 係 者 の 協 力

を得 て,日 本 型 イ ンフ ォ メー シ ョン ・ユ ー テ ィ リテ ィの

研 究 に着 手 す べ きで あ ろ う。

1.U.の 概 念

コ ン ピュ ー タの 普及,発 達 に 伴 い,そ の利 用 形 態 も単

純 事 務 計 算 か ら経 営 管 理 目的へ,バ ッチ処 理 か らオ ン ラ

イ ン処 理 へ と移 って 来 た。

しか し最 近 に至 り,個 別 組 識 体 の わ くを越 え た情 報 ネ

ッ トワ ー クの 必 要 性 が 論ぜ られ,ア メ リカ等 で1.U.の

名 の 下 に幾 つ か の 実 例 が 生 ま れ つ つ あ る。

そ れ で は1.U.と は 一 般 の コ ン ピ ュー タ利 用 と どの よ

うに違 うの で あ ろ うか 。 今 実 例 に よ りそ の概 観 を し て み

よ う。

1.U.の1つ の例 とし て現 在 ア メ リカで 非 常 な 隆盛 を

見 せ て い る もの に信 用 情 報 の サ ー ビ ス ・シス テ ム が あ

る。 一般 に 消 費者 金 融 の本 格 化 につ れ て,貸 付 の決 定 に

は,対 象 者 に つ い て の信 用 度 が 問題 に な る。 しか も この

場 合,貸 付先 が不 特 定 多数 の個 人 の ため,企 業毎 に これ

ら情 報 を調 査,保 管 す る こ とは 不 経 済 の み な らず 実 行 不

可 能 で す らあ る。

この た め,ア メ リカで は 現 在 す で に3,000を こえ る信

用調 査専 門 の機 関 が あ り,し か も これ らは互 に情 報 を交

換 し合 ってい る。

そ の最 大 手 のTRWク レ ジ ッ ト ・デ ー タ社 で は,3千

万 人 以 上 の顧 客 に つい て,信 用 情報 を蓄 積,保 管 し て,

全 米 各地 か らの 紹 介 に 対 し,わ つ か数 分 内 に 回答 して い

る。 この よ うな シ ステ ムを実 現 す る には セ ン タ ー側 に お

け る オ ン ライ ン ・ リア ル タイ ム機 能 は勿 論 の こ と,全 国

各 地 の ロー カル な デ ー タ ・セ ン ター との 結 合 や,照 会 を

依 頼 す る大 手 顧客 一 銀 行,割 賦 販 売 会 社 な ど に ま

で端 末 を延 ば して い る。

今 あ る大 手 小 売 業者 が顧 客 の 信 用度 を 知 り た い と す

る。 この 場 合 彼 は 端末 を通 じそ の地 区 のTRWデ ー タ ・

サ ー ビス社 へ 問合 せ を行 な う。 そ の セン タ ー に求 め る情

報 が あれ ば直 ちに その 回答 を 得 る。 もし,そ こに な けれ

ば直 ちに 他 の セ ン ター の コ ン ビ ュー タへ 転 送 され そ こか

ら回 答 を も ら う こ とに な る。
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1.U.の もう1つ の 例 とし て は,

現 在 ア メ リカの 首 都 ワシ ン トンの近

郊 レス トンで 行 な わ れ て い るMIT

RE社 の サ ー ビ ス・シ ス テ ムが あ る。

注)
この シス テ ムはTICCITと 呼 ば

れNationalScienceFoundationの

支 援 の 下 にMITRE社 が 開 発 した も

の で現 在稼 働 し て い る実験 シ ス テ ム

で あ る。 セ ンタ ー に は サ ー ビ ス と し

て 提供 され るべ き教 育,雇 傭,医 療

その 他 日常 生 活 上 必 要 とな る各 種 の

情 報 が 映 像 の状 態 で蓄 積 さ れ て い

る。 一 方 セ ンタ ーの ハー ドウ ェ ア設

備 として は コン ピ ュー タ に制 御 され

た 有線 放 送 施 設 を もち これ に つ な が

る回線 は各 家庭,事 務 所,学 校 な ど

に達 し,そ の先 に端 末 とし てTV受

像機 や 問合 せ用 キ ー ボ ー ドを も って

い る。(次 図参 照)
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ある主婦が子供の病気で困っているとすれば彼女

はキーボー ドよりセンターを呼び出し,小 児科に関する

情報を要求する。センターではこれに応えて,そ の要求

を分析し,病 状の大分類を返送し,彼 女の家のTVに 呈

示する。彼女はその中から現在子供が悩んでいる病状を

選び再び処置に関するよ り詳細な情報を要求する。 この

ような相互交信の過程を通 じて各人は自分の必要 とする

情報を居乍 らにして入手できるようになっている。 この

システムでは情報の利用者が企業に止まらず学校,病 院

な どの公共機関や各家庭までをも含んでいる点で,前 記

信用情報 と異な っている。そしてレス トンとい う地域社

会全体に対する情報サービスを目指しているのが特徴で

ある。

上記の例で見 るように1.U.シ ステムでは従来のよう

に1組 織体内に個有のデータやノウハウでな く,社 会全

体 として必要となる情報を 、公共肱 として蓄積,処 理

注)TICCIT・=TimeSharedInteractiveComputerCon--

troledInformationTelevisionの 略 で受 像

機 側 か らの要 求 に応 じ て映 像 を送 る テ レ ビ放送

の 意

TICCIT

COMPUTER

外

折

人

務

会

弥

刀

W
具

応答要旨

データ ・パ ンク

TICCITシ ス テ ム の概 要

し,要 求 に 応 じて 個 別 に サ ー ビスす る点 に 特 徴 が あ る。

そ し て この サ ー ビ ス を行 な うた め に コ ン ピュ ー タ ・シ ス

テ ムの端 末 は他 の 企 業 や 家庭 に ま で伸 ば され,さ らに 必

要 に応 じて他 地 区 の コ ン ピ ュー タ ・セ ン タ ー と もオ ン ラ

イ ンで結 ば れ る。

しか も今 後 生 産 ・流 通活 動 の情 報 化 は 元 よ り 社 会 生

活,個 人生 活 に お け る情報 化 に と もな い,こ の種 の 公 共

財 として の情 報 の 役 割 は ま す ま す大 き くな る こ とが 予 想

され,こ れ を社 会 的 価 値 と して 実現 すべ き,1.U.が 必

要 とな って来 る。

他の類似概念との関係

情 報 に 関 す る ユー テ ィ リテ ィ と して は,1.U.の 他 に

コ ン ピュー タ ・ユー テ ィ リテ ィ とか,公 衆 電 気 通 信 サ ー

ビ ス,あ るい は,放 送 サ ー ビス な どが あ る。1.U.と こ

れ らの サ ー ビス とは情 報 サ ー ビス とい う点 で は共 通 性 を

もつが,次 の諸 点 で1.U.と 異 な って い る。

① コ ン ピ ュー タ ・ユ ー テ ィ リテ ィ との 相 異 点

コ ンeeユ ーータ ・ユ ー テ ィ リテ6も,1 .U.も コ ン ピ

ュー タの 共 同 利 用 とい う点 では 共 通 性 を もって い る。
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しか し コ ン ピ ュー タ ・ユ ー テ ィ リテ ィでは 主 として コ

ン ピ ュー タ ・パ ワー の共 同利 用 に力 点 が お か れ る。 す

す な わ ち コ ン ピ ュー タ を組 織 体 毎 に別 個 に持 つ 代 りに

1つ の セ ン ター ・シ ス テ ム を共 同利 用 し,そ の 経 済 的

負 荷 を 軽 減 せ ん とし て い る。

これ に対 し1.U.に お い て は コ ン ピ ュー タで 処 理 提

供 され る情 報 自体 の 共 同利 用 に そ の意 義 が あ る。 そ し

て この 種 の 情報 と して は,例 え ば遠 隔 診 断 の よ うに 他

人 の もつ 優 れ た ノ ウハ ウ,信 用情 報 の よ うに社 会 的 規

模 で プー ル して こそ 価値 を もつ情 報,旅 館 や乗 継 を含

む 広 範 な座 席 予 約 の ご と く多 くの 組 織 体 に また が る機

能 集 積 の た め の 情 報 な どが あ る。

これ らの 情報 を扱 う セン ター で は コ ン ピ ュー タ ・シ

ス テ ムが組 織 の わ くを越 え た ネ ッ トワー ク とな って こ

そ,そ の 存在 意 味 が あ る。 し たが って 「シ ス テ ムの 共

同 利 用」 とい う点 で は似 て い るが,そ の 目指 す 所 は 次

の よ うに 異 な る。 す な わ ち コン ピ ュー タ ・ユ ー テ ィ リ

テ ィに お け る共 同利 用 は主 とし て コ ン ピ ュー タ ・パ ワ

ー の うち情 報処 理 能 力 に着 目 し て い るの に 対 し,1 .

U.の 場 合 は,主 とし て情 報 そ の もの の共 同 利 用 に 着

目 して い る点 が 特 徴 で あ る。

い ず れ も後 述 の よ うに流 動機 能 の効 率化,生 活 の 快

適 化,知 的 活 動 の 高 度化 等 を 通 じ新 し い福 祉 国家 の 実

現 を直 接 目指 す もの で あ る。

② 公 衆 電 気 通 信 との 違 い

公 衆 電 気 通 信 サ ー ビス に は 電信,電 話 お よ び デ ー タ

通 信 サ ー ビ スが 含 まれ る この うち電信 電話 サ ー ビ ス で

は通 常 の 場 合 あ く迄 も通 信 を行 な う個 人 間 の情 報 交 換

に止 ま り,情 報 フ ァイル の 存 在 が な い。 す な わ ち ユ ー

テ ィ リテ ィ とし ての 公 共 性 は フ ァシ リテ ィ面 に限 られ

取 扱 われ る情 報 面 での 公 共 性 が 存 在 しな い 点 でLU.

と大 きな 相 違 点 を もつ 。 この 結 果,広 範 な デ ー タ の集

積 や優 れ た ノウハ ウの 共 同 利 用 とか,情 報 内 容 の処 理

とい った機 能 は 果 し得 な い 。 い い か えれ ば,こ の サ ー

ビス で は人 間 の会 話 能 力 に お け る 口,目,耳 の 機能 の

拡張 に止 ま り,1.U.の よ うな 頭 脳 活 動 の 拡張 に ま で

は お よん で い ない 。 次 にデ ー タ通 信 サ ー ビス との 相違

で あ るが この サ ー ビ スは 情 報 交 換 の み な らず処 理 も行

な う もの で あ り,1.U,の 一 部 に 相 当 す る もの も含 ま

れ る こ とにな る。

③ 放 送 サ ー ビス との 違 い

この サ ー ビス では 放 送 設 備 面 の み で な く,提 供 され

る情 報 の面 で も一 応 公 共 性 を有 し てい る。 た だ 電力,

ガ ス,水 道 な どの 一 般 ユー テ ィ リテ ィの 場 合 と異 な り

「情 報」 とい う もの の価 値 は本 来 その 使 用 者 のT.P.

O.(時,所,状 況)に 深 く関 与し てい る。 どの よ う

に高 価,有 用 な情 報 もその 受 手 の 欲 求 や ニー ズ に 即応

して 提供 され な け れ ば,「 馬 の耳 に念 仏 」 とな る。 こ

の 点 で通 常 の 放 送(映)サ ー ビス で は送 り乎 の 主 体 性

が 中 心 に な って い るた め情 報 の使 用 価 値 は著 し く減 じ

て し ま って い る。 これ に対 し,1.U.で は情 報 内 容,

量,タ イ ミン グな どが あ く迄 も受 手 の主 体 性 に即 応 し

て提 供 され る点 で大 きな特 徴 を も ってい る。

この こ とは 逆 にCATVな ど もMITRE社 の 例 の

ご と く,受 手 の 問 合 せ に対 応 し て放 映 す る双 方 向 性 へ

発 展 す る ことに よ り,1.U.化 し て行 く可 能 性 を もつ

こ とを示 して い る。

1.U.の 特 徴

① 社 会 的 シス テ ムで あ る こ と

上 記 の 機 能 集積 化 され た サ ー ビス に対 応 す る情 報 ネ

ッ トワー クは,各 種 の サ ー ビ ス 提 供 主 体 に また が る

もの で あ る以 上,必 然 的 に個 別 組 織 体(企 業,行 政 体

な ど)の わ くを越 えた 共 同利 用 タイ プの シ ス テ ム とな

る。

しか も電 気 通信 の即 時性 を活 か し て,優 れ た 知識 や

ノウハ ウ を時 間,距 離 の障 害 を越 えて,広 く社 会 一般

の 向 上 に 役立 て る には,上 記 ネ ッ トワー クは 情 報 の 利

用 者 の処 迄 直 接 は りめ ぐら され ね ば な らな い。

そ して この 種 の シス テ ム は,そ の 主 た るサ ー ビ ス対

象 者 の区 分 に 対 応 して,下 記 の3種 類の もの が 必 要 と

な る。

⑧ ホ ー ム ・ユ ー ス 各 家庭 へ直 接 入 り込 み,

家 庭 生 活 の 向 上 に役 立 つ

サ ー ビ ス を提供 す るネ ッ

トワー ク

⑮ コ ミュニ テ ィ ・ユ ー ス 公 共 的 サ ー ビス の総 合 化

や,そ れ を使 い 易 くす る

一7ー
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た めの ネ ッ トワー ク

◎ ビジ ネス ・ユ ー ス 各 種 企 業 間 を結 ぶ ネ ッ ト

ワ ー ク

② カ ス タ ム性 が必 要 で あ る こ と

上 記 の情 報 ネ ッ トワー クに よ るサ ー ビ スが,情 報使

用 者 の ニー ズ に密 着 し て提 供 され る た めに は,単 な る

情 報 シス テ ムで は 不充 分 で あ る。

す な わ ち

@情 報 の 流 通 に 人 手 を介 さな い こ と。

一 オ ン ライ ン性

⑮ 情 報 が サ ー ビ ス利 用者

の意 思(・fン ク ワ イア

リ)に 対 応 して 即 時 に

提供 され る こと。

一 一 双 方 通 信 性

◎ 酬 の種類蝉 なる計;1瓢 莞篭 手勤
の機器

数的情報(デ ィジタル

情報)に 限定 されない

こと。一 情報形態の

多様性

などの特性が必要となっ

て来る。

③ 多様性を もった情報シス

テムであること。

不特定多数者をサービス

対象 とする1.U.の 性格に

応 じて,提 供 される情報の

形態 も,利 用し易 く,理 解

し易いといった大衆性が要

求 される。 この結果1.U.

の情報システムはコンピュ

ータと通常端末 とを中心 と

して,そ の他家電品,事 務

機 といった各種の情報,機

器系を統合したシステムへ

と発展して行 く。

これら各情報機器系は元

来個別の単体 として発生 し

て来テこものであるが,1.

主 としてディジタル量を
計算 ・処理 ・記録す るた
めの機器

U.の 最 終段 階 に お い て は,コ ン ピ ュー タ を軸 とす る

統 合 シ ステ ム とな って 行 く。 これ ら各 情 報 機 器 系 の 統

合 化 過程 を示 す と次 図 の よ うに表 わ され る。

④ 上 記 の よ うな分 析 に も とつ い て1.U.が 具 えて い る

特 徴 を 整 理 す る と次 の 通 りで あ る。

フ ァシ リテ ィ面

⑥ コ ン ピ ュー タ ・パ ワー の参 加

⑮ 通 信 回 線 との 結 合

◎ デー タ ・バ ン クや 処 理 用 論 理 の フ ァイ ル の存 在

⑥ 各 種 端 末 お よ び必 要 に応 じ,そ の 他情 報 系 との

物理 デ ータ の測定 ・収 集

;記録 をっ か さ どる機 器

(製品名は代表例 のみ)

霧

離 計
度(

単位)

自動測定
記 録 機

コンピュ
ー タによ

る制御

ダイヤ'レ

を含む

自動送

テ レタイプ

テ レックス

統 計 表
数値掲示板

主 としてディジタル情報の
伝送、記録するための機器

※CTSCommercialTime'Sharing¢!略
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1.U.を 構成 する情報系

連続量的
画像データの記録
伝送のための機器

弘
/

ノ
ハ

ぷ
摩

影

.

連続量的音声
音響の記録
伝送のための機器

■
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結合

サービス面

③ 不特定多数のユーザに対し,公 共財 としての情

報をサービスするシステムである。

⑮ 利用者の必要とする時,所 で,必 要な量だけサ

ー ビス が 受 け られ る。

◎ 利 用 者 の 意志 に基 づ き,双 方 向通 信 的 にサ ー ビ

ス内 容 が 選 択 で きる。

③ フ ァシ リテ ィの所 有 者 と,サ ー ビスの 利 用 者 と

が独 立 で あ る。

1.U.サ ー ビ ス の 分 野

'

`

げ

形 態 サ

|

備
1

形 態 サ

|

備

デ 処 ビ ソ'噛 勺些 ピ
サ ー ビ ス 分 野 1 理 サ ー ビ ス 分 野 | 理

タ サ ス タ サ ス

; ↓ 規 づ 壱 規
ク

型 曇 模 考 £ 曇
模 考

ホ ー ム ・ ユ ー ス

1

ホ テ ル1フ 約 ○ L

レ ジャー 情 報 ○ LN 航空券の乗継予約 ○ N

シ ョ ッピ ング情 報 ○ L 保 険 ○ N

医療 ・病院情 報 ○ L ゲ ーーム ・サ ー ビ ス ○ N コ ン ピ ュ ー ク と

料理献立情報 ○ N 集団会議 ○ L
の遠 隔 ゲー ム

不動産情報 ○ L.N

投資情 報 ○ N 3,ビ ジ ネ ス ・ ユ 一一ス

百科辞典 ○ N 相場情報 ○ LN

チ ケ ッ ト・座 席予 約 ○ LN ス ポー ツ ・劇 場 科学技術情 報 ○ N

テ レ ・シ ョ ッ ピ ン グ ○ L
な ど

人材情 報 ○ L.N

家庭学習 ○ N 特許情報 ○ N

遠隔診断 ○ LN 刊行物情報 ○ N

タ ク シ ー コ ー ル (⊃ L ノ ウハ ウ所 イ1蒲報 ○ N

個人用計算サービス ○ L 非 公開 文献情報 ○ N

旅 行 ス ケ ジ ュー ル (i) LN 川 列情報 ○ N

テ レ ・バ ン キ ン グ ○ L 商品市況 ○ LN

税 務 サ ー ビス ○ N 1製 、II(`1情報 ○ N

企 業財務情 報 ○ N

2コ ミュ ニ テ ィ ・ユ ー ス 流通情報 ○ LN

気 象情 報 ○ LN 海外企業 ・市場製品情 報 ○ N

職業、雇用情報 ○ LN 漁 業情 報 ∪ LN

図 書 館

時刻表案内

○

○

L

LN

見たい図 書の有
無 と内容

農'贈 吉報

学 術 ・研 究情 刊乏

(i)

○

LN

N

専門家所 在情報 (i) N 各種 計 算サ ー ビス ○ L
企 業、個 人 の 信

各種 ア ドバ イス ○ L ク レ ジ ッ ト情 報 ○ N 川調査
,

CAI

交通 ↑吉報

○

∪

N

L

L
(注)(1)Lはloca1、Nはnationalの:ば

(2)○ は必 要性 の 大 きい もの
公害監視

災害 、緊急警報

(…)

㊦

L

L
○ はさほ ど必要性 の大 き くないもの

電子投票 ○ L

世論調査 ○ L
コ ンピ ュー タ に

富 く ヒサ ー ビ ス ○ LN よる発行 、管 理

「インフォメーシ ョン ・ユーティ リテ ィ研究会報告書」 を入手 ご希望の方は,総 務部調査課までご連 絡 くだい 。
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研 究 開 発

カ タカナ漢字変換 の事例研究

本 研 究 は,45年 度 よ り実 施 し て きた デ ー タ ・マ ネ ジ メ ン トに関 す る

研 究 の一 部 として の 継 続 事 業 で あ り,こ こに そ の概 説 を紹 介 す る。

わが国においては,経 営活動における情報をコンピュ

ータで処理する場合,普 通日本語の文書をカナ文字(カ

タカナ)や ローマ字(ア ルファベット)に 直して入出力

するケースが多い。そのため経営者への情報伝達,あ る

いは経営者の意思決定を指示する際にあいまいさや不適

確さを避けるのが極めて困難であった。

そのため経営情報システムにおける情報の価値とい う

観点からみれば,情報伝達に重要な役割 りを果す日本語,

とくに漢字の持つ有意性(表 意)の 効果を十分に利用し

て,出 力文書を漢字かな湿 り文にすることが望まれてい

た。また,経 営情報システムのデータ ・マネジメント,

いわゆる情報管理の面でも,日 本語表現の出力形態は,

情報量の多い漢字をとりいれナこ形態にすることが強 く要

求 されて きている。

46年度の事例研究では,記 事情報を扱ったデータ ・マ

ネジメン ト・システムを考察したが,そ こでは,情 報検

索によって提供される情報を,利 用者の要求によっては

漢字かな湿 り文でも出力で きるように,カ タカナ漢字変

換処理のサブシステムの作成実験が重要な研究課題の1

つとなった。

この実験システムでは,さ しむき情報工学 とい う1つ

の専門分野に限 った記事情報をとり上げ,カ ナ文字で格

納されている記事情報を,出 力の際にコー ド変換処理を

ほどこし,漢 字プリンタで漢字 カナ湿 り文に印字 したの

である。その際コー ド変換処理で使用した,い わゆる変

換テーブルとしては,情 報処理の分野で使用されている

辞典やハン ドブック類に掲載 されている漢字を単語単位

(術語)に まとめて,変 換単語テーブルを作成,使 用 し

ナこ。 このように漢字を単語単位にまとめ,専 門分野別に

分類し,変 換テーブルを構成することによって,カ ナ文

字表現形式で生 じる同音異義語の判断のあいまいさを極

めて少な くすることが可能 とな・た・登録 しナこ灘 単語 σ

は,辞 典やハン ドブックで使われていた術語のほかに,

記事情報で使われる一般的な単語 も追加 して,と りあえ

カタカナ入 出 ・漢字 まじり文 出力処理の概念図

入 力
日本語原稿

カ
タ
カ
ナ
漢
字
変
換

シ
ス
テ
ム

漢
字
出
力
編
集

シ
ス
テ
ム

キーツーテープ

カタカナ・パンチ

テープ

出力

1

同音異義語

表示 装置

語義

ル

異
ブ

音

一

同
テ

ファ ンク シ ョン ・キー ・コー ド

カ タ カナ ・'コー ド

同 音異 義 語 選 択 キ ー

コー ド変 換

処 理

漢字コード
出 力

漢字かな混り

出 力

漢字変換

単語テーブル

σ
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●

ず1,968語 の 変 換単 語 テー ブ ル とな ったが,そ の うち同

音 異 義 語 の た め に 複 数 対 応 とし て登 録 し た単 語 は74語 で

あ る。500件 の カ タカ ナ記 事情 報(1情 報200バ イ ト)に

対 す る漢 字 コー ドの 変 換 処 理 は,次 の よ うな結 果 で あ っ

た 。

漢字変換要求数

正変換数

単数対応

(複数対応

誤変換数

単数対応

(複数対応

2,743件

2,029件

1,852件

117件

112件

73件

39件

未登録単語によるカタカナ出力数

602件

(74.0%)

(67.5%)

(6.5%)

(4.1%)

(2.7%)

(1.4%)

(21.9%)

この 実 験 で,使 用 され た変 換 単 語 の利 用 数 を調 べ た と

ころ,変 換 要 求数 約8,000件 に対 して,実 際 に使 用 され

た単 語 は,登 録 単 語1,968語 の うち,わ ず か852語 にす ぎ

ず,残 る1,116語 は 一 度 も使 用 され な か った。 この結 果

変換 テ ー ブル 構 成 の 最 適 化 に よ って か な りコ ンパ ク トで

有 効 な テ ー ブル の 作 成 が可 能 とな る。 つ ま り漢 字 ま じ り

の 出力 文 を検 証 した結 果,変 換 率100%を め ざ して,コ

ー ド変 換 処 理 や変 換 テー ブ ル の作 成 を行 な う よ りも時 間

,コ ス トを考 えれ ば,80%前 後 の変 換 率 を 目標 に す る ほ

うが 最 も実 用 的 で あ る とい え る。

最 近,漢 字 入 出 力 装 置 が 多 くの メー カで 開発 され て い

るが,漢 字の多様性とか,文 字パターンの複雑性とい う

漢字特有の制約か ら,未 だ,実 用性の高いシステムが開

発 されているとはいい難い。 しかし出力装置については

マイクロフィル ミング技術の向上や,印 刷技術の進歩に

よって,コ ンピュータと直結した合理的な装置のいくつ

かが開発 されつつある模様である。一方入力装置にっい

ては,現 用の装置はもちろんの こと,未 来の装置として

開発が進められている手書 きの,パ ターン認識による入

力装置を眺めてみると,い ずれ も装置の規模やコス トの

面で早急な実用化は期待薄である。それに,漢 字タイプ

ライタのキーボー ド操作あるいはライ トペンによる選択

操作などの作業は,操 作者への重い負担がともな うとい

う人間工学的な問題も見逃せない。

こうした現状から,47年 度における研究の中心を入力

方式に置 き,入 力操作の容易なカタカナ入力方式を,ハ

ー ド,ソ フ ト両面か ら考察するとともに,変 換テーブル

の最適構成を検討することにしている。つまりカタカナ

入力 ・漢字まじり文出力の実験 システムを研究すること

であ り,こ れは原稿を見なが らのカナ入力 と同時に,同

音異義語の選定 もできるシステムである。またこれには

使用頻度別,専 門語,一 般語の区分などによって階層的

に変換単語テーブルを構成して,変 換速度や変換率に対

する種々の要求に応じた処理を行なう事例研究 も含まれ

ている。

ー
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、
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電 力 系 統 の コ ン ピ ュー タ ・シ ス テ ム

47年 度事業 「コ ンピ ュータ階層 シス テムの研究」に おいて,1つ の事例 として電力系統の コ

ンピ ュー タ ・システムを調査研究 したが,そ の概略 をここに紹介す る。

電力系統 を運用 するめの情報処理方式 としては,系

統内に発生するデークや情報を全部中央に集めて,監 視

とか,論 理判断 とか,指 令といった処理を中央の給湿指

令所にあるコンピュータだけで行な う,い わゆる集中処

理方式があるが,発 変電所などの各電気所か ら送 られて

くる情報と中央給電指令所で処理した情報のための,伝

送路が極めて大がかりなもの となるうえ,コ ンピュータ

や伝送装置が故障した場合にすべての機能が停止するこ

とになるので,こ の集中処理方式では中心 となるコンピ

ュータ・システムに高い信頼性が要求される。また,コ

ンピュrタ が取 り扱 う問題 も極めて広範囲にわたり,か

つ複雑化するので,集 中処理方式のシステムを作るには

経済的に も技術的にも大 きな困難が生じて くる。

この問題を解決するために,局 地的情報だけで判

断,操 作の可能なもの,す なわち直接制御機能的な

ものは,下 位レベルのコンピュータで処理し,全 体

的,総 合的な ものは上位レベルのコンピュータによ

り処理するように機能を分担したシステムを作れば,

伝送距離や回線の集中度の低下し,一 部のコンピュ

ータや伝送装置の停止時にもシステム全体への影響

度が少な くなるばか りでなく,系 統規模の拡大にも

比較的容易に対処し得るなどの利点がある。しナこが

って,電 力系統を運用するには,系 統制御の内容に

応 じて階層に分割して,下 位の各レベルに,中 形 も

しくは小形 コンピュータを設置して機能の分担を図

り,こ れ と中央給電指令所のコンピュータとを情報

伝送装置によって有機的に結合した階層制御方式が

必要 となってくる。そこで,電 力系統運用において,

階層制御システムはどのような構成をとるべ きか以

後解説する。

Aシ ステム構成 σ

電力系統の階層構造を考えてみると,第1図 のような

形で系統 を分解することが妥当であると思われる。

Bサ ブシステムの機能

(a)中央給電指令所の機能

①信頼度向上

②電力設備の効率的運用

③全系統的な影響を有する負荷や周波数の制御

④電圧や無効電力の制御

⑤事故波及防止制御

超高圧
変電所

集 中
制御所

発変 電所
(水系.

主要発電所
(湧水・主力.

操作記録発骸 電榊 疑 デ.タ 発綱

力系統

第f図 電力系統の階層構造
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⑥超高圧主幹系の監視と運用

⑦大容量火力発電所や原 子力発電所や大形揚 水発電

所の運用

⑧翌日発電の計画

(b)給電制御所の機能

①2次 送電系の信頼度制御

②中央給電指令所か ら送 られる運用目標達成のため

の集中制御所管理

③正常時および異常時の系統操作

④制御用データの監視

⑤守備範囲内の需給計画

⑥作業停止計画

⑦下位の集中制御所への給電指令

⑧配電変電所の集中制御

(c)集中制御所の機能

①水系の発電所遠隔制御

②中小容量の発変電所の遠方監視と制御

③直接的系統操作

④運用記録

Cシ ステム内を流れる情報

a)リ アタイム ・データ(デ ータ伝送における遅延時

間は0.1～0.5秒 程度)

b)バ ッチ ・データ

①需給予測

②保守計画

③記録情報

④統計業務のデータ

1)系 統内の各地の電気所か ら総屯制御所へ流れる情

報

①有効出力量

②電力潮流

③電 圧

④無効設備投入量

⑤機器の並列 ・解列 ・開閉状態

2)給 電制御所か ら各地の電気所へ流れる情報

①操作指示

②設 定 値

CDT200-

(デ ー タフ ァイル 移送)

CDT

200-

1200B

〕200-2400n

200～1200B

第2図 階層 形 デ ータ伝 送 シス テム

CDT;サ イク リック ・デ ジタル伝送方式

ATM;ア ナ ログ伝送方式

MSGIメ ッセージ伝送方式

TC;遠 隔制御f宮号

SV;ス ーパービジ ョン

D伝 送システム

各レベルのサブシステムを結ぶ伝送網の伝送速度や伝

送容量は,中 央給電指令所につらなる制御所,電 気所問

に受け渡すデータ量,お よび要求される制御速度によっ

て決定されてくるので,各 レベルあるいはサブシステム

にどれ くらいのタスクが割 りあててあるかによって決ま

る。今回のシステムでは,中 央給電指令所 と給 電 制 御

所,さ らに集中制御所と大容量発電所間には,数 値デー

タのみな らずメッセージ的な内容を もつデータが交換 さ

れる。 このシステムの伝送形式,伝 送容量,伝 送網の構

成を第2図 に示す。

Eコ ン ピ ュー タ ・シス テ ム

階 層 制御 シス テ ム を構 成 し てい る各 サ ブ シ ス テ ムの タ

ス クを 遂 行 す るた め に,各 レベ ル に どの 程 度 の処 理 能 力

を有 す る コ ンピ ュー タを設 置 す れ ば よ いか につ い て は,

シ ス テ ム設 計 時 の機 能 の分 担 に関 係 し てい るが,一 般 に

は,上 位 レベ ル の コ ン ピュー タほ ど複 雑 な 計 算 や情 報 処

一13一
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理 を 行 な わ ね ば な らず,下 位 レベ ル に ゆ くほ ど処理 内 容

は 簡 単 な もの とな るが 多数 回実 行 す る回 数 は少 な い が,

1回 の 計 算 に 要 す る時 間 が長 くな り,結 果 的 に は 上 位,

下 位 レベ ル の コ ン ピュー タの負 荷 は ほ ぼ同 程 度 に な る と

思 われ る。

a)中 央 給 電 指 令 所 に 設 置 され る コン ピ ュー タの 性 能

記 憶 容 量;32～64K語

サ イ クル ・タ イ ム;1.6μs

外 部 記憶 装1置

① デ ー タ収 集 を各 レベ ル に まか す 場 合;500～2,0

00K語 の デ ィス クあ るい は ドラ ム

② デ ー タ収 集 を 中央 給 電 指 令 所 で行 な う場 合;

2,000～10,000K語 の デ ィス クあ るい は ドラ ム

周 辺 装 置;

CRT;2台,ラ イ ンプ リン タ;1台,紙 テ ー プ

読 取 装 置;1台,紙 テ ー プ穿 孔 装 置;1台,テ レ

タ イ プ ライ タ;2台,カ ー ド読 取 装 置;1台,カ

ー ド穿 孔 装 置;1台 ,OP-一 層ボ ー ド;1台,X-Y

プ ロ ッタ;1台,デ ー タ交 換 器(16～32K語);

2台

b)給 電 制 御 所 に設 置 され る コ ン ピュー タの性 能

外 部 記 憶 装i置;16～32K語

外部 記 憶 容 量;500～1,000K語 の デ ィス クあ るい は

ドラ ム

周 辺 装 置;

CRT,テ レタ イ プ ライ タ,キ ー ボ ー ド,紙 テ ・一ー

プ読 取 装 置,紙 テ ー プ穿 孔 装 置 そ れ ぞ れ1台 ～2

台程 度,デ ー タ交 換 器(8～24K語);1台

c)集 中 制 御所 に設 置 され た コ ン ピュー タの 性 能

記 憶 容 量;8～24K語

外 部 記憶 装 置;

120～240K語 の デ ィス ク あ るい は ドラ ム

周辺 装置;

CRT;1台 あ るい は2台,テ レ タ イ プ ラ イ タ;

2台,キ ー ボ ー ド;2台,紙 テ ー プ読 取 装 置;1

台,紙 テー プ穿 孔 装 置;1台

Fオ フライン計算

前日までのコンピュータの空 き時間を利用したり,あ

るいは別置のバッチ処理専門のコンピュータ を 利 用 し

て,当 日の運用に必要な情報をある程度オフライン計算

により求めてお く。各レベルで必要な内容は次の通 りで

ある。

a)中 央給電指令所が必要な情報

①作業停止計画

②信頼度チェックを含む翌 日需給計画

③貯水池運用

④ループ切替

⑤VQC計 画

⑥ リレー整定

b)給 電制御所が必要な情報

①作業停止計画

②翌 日需給計画

③潮流予想

④水系運用

⑤電圧制御

⑥ リレー整定

c)集 中制御所が必要な情報

①作業停止計画

② ロギング

③潮流分布記録

Gシ ステムの信頼性を高める処置

中央給電指令所や給電制御所の情報処理システムにつ

いては,コ ンピュータおよびデータ交換器のデュアルあ

るいはデュプレックスによって2重 化することが必要で

ある。下位 レベルにある集中制御所の うち,制 御範囲の

広い もの,あ るいは停止により系統運用に重大な障害を

ひきお こす ものは,前 述のような2重 化を行なう必要が

あるが,そ の他の ものについては,あ る程度上位レビル

のコンピュータが処理を肩替 りすることにより実質的に

2重 化することを考えてお り,こ こに もコンピューータ階

層システムの研究目標があると思われる。

一一14一
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プ ロ グ ラ ム ・テ ス ト ・デ ー タ ・ジ ェ ネ レ ー タ

PRO-TEST1 の開発

⑳

この システムは情 報処理振興事業協 会の事業 の一環 としてあげ られ ている 「特定 プログ

ラムの開発」 に関 す るプ ログラム ・パ ッケー ジの一 つであ り,当 財 団が受託開発 した もの

であ る。

●

1.概 要

一 般 に テ ス ト ・デ ー タは その プ ログ ラムの 仕 様 に あ
っ

た形 式 で個 々 の デ ー タの性 質 や構 造 を考 え なが ら人 手で

作 るの が普 通 で あ る。 し か し,単 純 な デ ー タ で その 数 も

少 な けれ ば 問題 な い が,デ ー タ間 に複 雑 な 関係 が あ っナこ

り,デ ー タ量 が 多 くな れ ば,そ の都 度,最 適 な テ ス ト ・

デ ー タ を作 りだ す こ とは非 常 に や っか い な作 業 とな り,

ま た,テ ス トに 必 要 な全 て の 場 合 を満 す デ ー タを作 る こ

と も困 難 で あ る。 そ こで,こ の シ ス テ ムで は プ ログ ラ ム

・テ ス トに かか る稼 動 の 省 力 化 を 図 るた め に ,希 望 す る

テ ス ト ・デ ー タ を 自動 的 に発 生 させ て カー ドや 磁 気 テ ー

プ等 の 出力 媒 体 に デ ー タ ・フ ァイ ル を 作 ろ う とす る もの

で あ り,HITAC8400を モ デル 機 種 と して 開 発 しナこ

もの で あ る。

発 生 す るデ ー タ は単 に乱 数 発 生 だ けで な くシ ー ク ェ ン

シ ヤ ル ・デ ー タ,分 布 型 を考 慮 した ラ ンダ ム ・デ ー タ,

演 算 デ ー タ等 を発 生 させ,必 要 な らば 統 計 的 な検 定 情 報

とし て モ ー メ ン ト,標 準 偏 差,自 由度,t値,κ2値 等 を

得 る こ とが で きる。 ま た,デ ー タ発 生 に 関 す る種 々 の 指

定 は シ ス テ ムの 用 意 し てい る9種 類 の コ マ ン ドを用 い て

行 な う。

な お,こ の シ ス テ ムは コ マ ン ド解 析 部,デ ー タ発 生 部,

統 計 的検 定処 理 部 で構 成 され てい るが,他 機 種 へ の シス

テ ム ・コ ンバ ー ジ 。ン を で きる だ け容 易 とす るた め に可

能 な 限 りハ イ ・レベ ル の 言 語 で 記 述 して い る。 す な わ

ち,コ マ ン ド解 析 部 はCOBOL,デ ー タ発 生 部 ・統 計 的

検 定処 理 部 はFORTRANで 記 述 し,こ の シ ス テ ムが

ジ ェネ レ ー タで あ る た め や む を得 な い1/0関 係 や 全 体

の コ ン トロー ル 部分 は ア セ ン ブ リ言 語 で記 述 した。 第1

図 は この シス テ ムの処 理 概 要 で あ る。

圃
第1図

ラ/・ タ イム
・エ フー

解 析 部1厩 イ∫:のデータ・ファイル

テ㌧一夕
発生部

統計的検
定処理部

＼○〔1自

2.発 生 デー タの種 類

デ ー タ の発 生 は レコ ー ドを構 成 す る ア イ テ ム を対 象 と

して行 な われ,次 の4種 の デ ー タ を発 生 す る ことが で き

る。

(1)シ ー ク ェン シ ャル ・デ ー タ

初 期 値 と増加 値 を 与 え て昇 順 ま た は降 順 の デ ー タ を発

生 す る。増 加値 に つ い て は単 に1つ の数 値 だ け でな く,
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11PZ)ECジ ャー ナル

範 囲(最 小,最 大)を 与 え る こ とに よ り,そ の 範 囲内 で

増 加 値 を動 的 に 変 え る こ とが で きる。

② ラン ダ ム ・デ ー タ

任 意 の数 値 デ ー タや 文 字 デ ー タ を乱 数 に よ り 発 生 す

る。

a)数 値 デ ー タ

分 布 型 を考 慮 し た デ ー タ を発 生 す るが,こ の シス テ

ムで取 り扱 う分 布 型 は 次 の4種 で あ る。

正 規分 布 二 項 分 布

一 様 分 布 ポ ア ソ ン分 布

b)文 字 デ ー タ

文 字 の 種 類 と文 字 数 を与 え る こ とに よ り一 様 分 布 に

従 った 文 字 ス ト リング を発 生 す る。

{3)抽 出 デー タ

既 存 の デ ー タ ・フ ァイ ル か ら必 要 とす る アイ テ ムや レ

コー ドを抽 出 し て発 生 デ ー タ とす る。

(4}演 算 デ ー タ

発 生 した 数値 デ ー タや 定数 を用 い て演 算 を行 ない,そ

の演 算 結 果 を発 生 デ ー タ とす る。 演 算 は 二 項 演 算 に よ る

が 作業 領 域 を利 用 し た 多数 の 演 算 式 に よ っ て複 雑 な 演算

を 行 な う こ とが で きる。

3.コ マ ン ド

デー タを 発生 させ るた め の 指 示 を コマ ン ドで 行 な う

が,こ の シ ス テ ムで 用 意 して い る コマ ン ドは次 の9種 類

で あ る。 これ らの コ マ ン ドは それ ぞ れ7個 以 下 の パ ラ メ

ー タを もつ が ,各 パ ラ メー タに キ ー ・ワ ー ドをつ けて 指

示 す る こ とか ら,そ の 指 定順 序 は 自由 で あ る。

●OUTFILE

●INFILE

●ITEM

●SELECT

出 力 デ ー タ ・フ ァイ ル形 式 の指 定

既 存 デ ー タ ・フ ァイ ル の形 式 を指 定

各 アイ テ ム毎 の 発生 デ ー タに 関 す る指

定

既 存 デ ー タ ・フ ァイル か らの 抽 出 条 件

を指 定

●CALCULATE演 算式の指定

●REPEAT発 生データへの繰 り返しを指定

●GENERATE発 生データ件数の指定

●TEST統 計的検定処理の指定

●END終 了の指定

なお,これ ら9種 類の うちOUTFILE,ITEMGEN-

ERATE,ENDの4つ は必須コマン ドとなっている。

付 記

本プログラムについては,下 記要領により長期貸付を

行なっております。

○貸付物件

○オブジェク ト・プログラム

○利用者マニュアル(5部 まで無償)

○導入解説書(5部 まで無償)

○長期貸付金

○長期使用料600,000円

○月単位使用料30,000円/月

○詳細問合せ先

当財団開発本部管理課

電話(03)434-8211内 線200

'

,
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口
情報処理技術者

初級 テキス トの集団利用例

●

昨 年8月,日 刊 工 業 新 聞 社 を通 じて 下記 の テ キ ス トを

出版 し て い るが,こ の 目的,内 容 等 に つ い て は,す で に

本 誌11号 で紹 介 ず み で あ る。

情 報処 理 技 術 者 ・初 級 テ キ ス ト(1)基 礎 と応 用

情 報処 理 技術 者 ・初 級 テ キ ス ト(H)FORTRAN実 習

情 報 処 理 技 術 者 ・初 級 テ キ ス ト(皿)COBOL実 習

本 テキ ス トは第1版 とし て 各編3,500部 を出版 した が,

早 く も増 版 の 準 備 を 進 め な けれ ば 間 に 合 わ ぬ ほ ど好 評 を

博 し て い る状 況 で あ る。 この よ うに 本 テ キ ス トは広 く利

用 され始 め て い るが,こ の テキ ス トを 利 用 した 公 開 研修

コー ス が 開設 され てい るの で,そ の 内 容 を紹 介 す る こ と

に よ って,集 団 的 な 利 用 の 一 例 とし て ご参 考 に供 す る こ

と と しよ う。

そ の公 開研 修 コ ー スは,日 本 コ ン ピ ュー タ(株)と 太 陽

銀 行 直系 の太 陽 コ ン ピ ュー タサ ー ビ ス(株)が 提 携 して,

10月 か ら開設 し た 「コン ビ=一 夕 初 級 セ ミナー 」 で あ

る。

本 来,初 級 テ キ ス トの 各編 は,教 室 で の 集 中 的 な 教育

用 教 科 書 として 作 られ ナこが,公 刊 して い るた め テキ ス ト

の読 者 が すべ て 集 中 的 な 教 育 を 受 け る機 会 に め ぐまれ る

とは 限 らな い。

ま た,な か に は 情 報処 理 に つ い て の幅 広 い知 識 の 修 得

を望 ん だ とし て も,日 常 の 仕 事 に追 わ れ て集 中 的 に情 報

処 理 教 育 を受 け る機 会 に め ぐまれ な い 人 々 も多 い。 この

セ ミナ ー は そ うい う人 た ちに 教 育 の 機 会 を提 供 す る こ と

をね らい の 一 つ に して い る。 そ の た め主 に 「通 信 教育 」

の 方 式 を とっ てい る。 た だ し,旧 来 の通 信 教 育 とは 異 り,

専 門の 講 師 が 常 時5名 待 機 し,い つ で も受 講生 の 個 別 の

質 問 に応 じて個 別 指 導 で きる体 制 を とって い るの が特 徴

で あ る。

受 講 生 は,初 級 テ キ ス トと日本 コ ン ピ ュー タ(株)で 作

成 した サ ブ テ キ ス ト(練 習 問 題 集)を 使 って独 習 し,前

期 に2回 の添 削 課題,後 期 に プ ログ ラ ミン グの 演 習 課 題

に解 答 して返 送 す る。 ま た,質 問が あれ ば,い つ で も直

接 日本 コ ン ピュー タ(株)の 教 育 セ ン ター を訪 問 し た り,

電 話 や 郵 便 で 質 問 で き る。

な お,第1回 の 本 セ ミナー の 受講 生 は 約70名 で あ る。

当 財 団 と し て も,こ の よ うな セ ミナ ーで 得 られ た 受 講

生 の 反響 な ど をお 聞 きし,ぜ ひ次 回 の テ キ ス トの 改 訂 に

は,そ れ らの 意 見 を反 映 させ た い と考 え て い る。
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5周 年 記 念 パ ー テ ィ開 催

去る昭和47年12月20日 をもって,当 財国は,創 立5周 年を迎え,当 日,関 係官公庁,産 業界,学 識経験者な

ど700余名をご招待し,記 念パーティが行なわれた。

以下に,当 財団難波会長の5カ 年間の事業報告 と挨拶,通 商産業,郵 政両大臣のご祝辞を紹介する。

∵　 ぷ評 一 ㌧一』 玩 ン'紮在 ば
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会長挨拶

本 日は,皆 様にはわざわざ時間のお差繰を頂 き,当 財

団の創立5周 年の祝賀の会合に御出席下 さいましたこと

を心か ら御礼を申し上げます。

当財団は今か ら5年 前の昭和42年 の今 日発足いたしま

した。その頃電子計算機の普及 もその緒につき,国 産の

電子計算機の製造 も相当軌道にの ってきてお りました。

データの大量蓄積 と高速度の処理を行な う電子計算機を

利用して,官 公庁,経 済界等においては,事 務の効率化

をはか り,経 営活動に適切な判断を与えるとい う,い わ

ゆる情報処理の仕事の重要性が叫ばれてまいりました。

また電子計算機 と通信回線を結合して広汎な地域にわた

る情報処理を行な うとい う高度の利用方式が期待される

ように相成 りました。
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5周 年記念パーティ開催

以上の情勢において,わ が国における社会の情報化を

正 しく進展 させるために必要な方策を考究し実施する目

的を以て,通 産,i郵 政両省共管の もとに政府民間協力機

関 として創立 されましたのが,当 日本情報処理開発セン

ターでございます。

爾来,今 日までの間,目 的遂行に積極的に取 り組んで

まいりましたが,当 財団で行ないました業務の成果につ

いて,以 下概略を申し述べ させていただきたいと思いま

す。

第1に は,国 の内外における情報処理の実体調査でご

ざいます。

先ず国内につ きましては,各 種企業の現状を情報とい

う見地より分析考察し,将 来如何なるソフ トウェアが必

要であるかを検討いたしました。結果の主なるものは産

業構造審議会答申の中に,あ るいは電子計算機利用高度

化計画の中に反映されるともに,広 く一般に報告申し上

げたところであります。

海外調査につきましては,毎 年平均2つ の視察団を欧

米に派遣し情報産業ならびに処理技術の動向をまとめて

多 くの報告書を刊行して居 ります。

第2は,技 術者の教育関係でございます。

情報処理を発展 させるために最 も大切な技術者,特 に

システムズ ・エンジニアの養成について,当 財面は創立

以来力をそそいで居 りましたが,3年 目より別の財団,

情報処理研修 センターとして発足いたして居 ります。そ

の他一般向セミナーの実施,テ キス ト,カ リキュラム等

の指導教材の作成等に努力いたしてまいりました。

第3は,ソ フトウェアの標準化,技 術者技能検定試験

等の政府施策に対する協力が ございます。

情報処理関係の技術は,す べて電子計算機メーカー,

ユーザー等の創意工夫を主体として発達してまいりまし

たので,こ れを広 く社会で効果的に利用するには,標 準

化,特 にソフトウェアについて標準化を必要とする項 目

が多く,こ れらについて工業技術院より委託された多く

の案件を処理いたしました。また,情 報処理技術者の技

能検定試験制度が実施 され,そ の実務の遂行について政

府に協力して居 ります。

第4は,ソ フ トウェアの開発で ございます。

当財団の主要なる仕事でありますので,3台 の大型電

子計算機を使用していろいろのソフ トウェアの開発に当

って居 ります。たとえば,今 後,遠 隔情報処理システム

の新しい技術を利用する場合に必要である各種のソフ ト

ウェアを開発いたしました。

また,当 財団の設立の趣旨に基 き公共公益的な問題に

意欲的に取 り組み,た とえば,中 小企業における業種別

の標準的処理システム.各 省庁における人事統計物品管

理などの共通ソフ トウェア,万 国博における情報システ

ムの一部等を開発いたしました。

第5は,情 報処理に関する知識の広報普及でeざ いま

す。

当財団は前述の専門的な調査研究以外に一般社会に対

する情報処理知識の広報普及に も力をそそい で居 りま

す。

広報のための刊行物の発行のほか,映 画の作成,全 国

主要都市におけるシンポジウムの開催,政 府の催 しであ

る情報化週間に対する協力等であ ります。

第6は,外 国との協力関係がございます。

外国には当財団の様な官民協力の機関が少な く,従 っ

て当財団のレーゾンデー トル,か つその運用には各国と

も多大の関心 と期待をもって居 り,こ れらの国から調査

団の訪問も多くうけてお ります。当財団の発行する英文

定期刊行物JIPDECREPORTは,わ が国におけるこ

の方面の情勢を知るための重要資料となって居 ります。

最後に,当 財団の現況について要項を申し述 べ ま す

と,現 有スタッフ150名,委 員会28(委 員数285名),年

間予算約13億 円,稼 動中の 電子計算機大型3台 でござ

います。

以上簡単に5カ 年間の事業の遂行状況を申し上げまし
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たが,何 分にもこの情報処理の世界は,国 内的にも国際

的にも今なお流動的でありまして,今 後わが国の発展す

る方向を見定めて,こ れに対応して弾力的な運用を必要

といたしております。当財団といたしましては,時 代の

要請に応えるため,役 職員一同,最 大の努力をいたす所

存でございますので,今 後とも皆々様の一層の御指導 と

御鞭健を御願いいたたす次第でございます。

通商産業大臣ご祝辞

本日,こ こに日本情報処理開発センターが創立5周 年

を迎えるにあたり,一 言お祝の言葉を申し上げます。

御承知の とお り,昨 今の経済社会における情報化への

要請はきわめて強 く,そ れを可能 とする技術基盤の醸成

ともあいまって,今 や情報化時代 とも見 うべ き新しい時

代が開かれようとしてお ります。

貴財団は,創 立以来コンピュータを用いナこ経営管理,

生産工程等に関する各種の情報処理方式の研究,開 発,

普及および広範にわたる情報産業の調査等の事業を行な

い,情 報関係諸団体の中核 として情報処理および情報産

業の振興を図ってこられました。

このような貴財団の歩みはそのままわが国経済社会の

情報化の歩みであ り,そ の間における貴財団の貢献には

多大な ものがあ りました。

政府にお きまして も情報処理および情報産業の振興の

ために種々施策 を講じてまいったところでありますが,

これと貴財団をはじめとする関係諸団体,企 業の御努力

とがあいまって,今 や産業の情報化はいよいよ本格的な

ものとな りつつあ り,な お,い っそうの発展が期待 され

ているところであります。

しかしながら,さ らに今後は,産 業の情報化に加えて

国民福祉のための情報化,す なわち医療 システム,映 像

情報システム等の開発による 「社会の情報化」が新たな

国民的要請 となっていることをこの際 とく認識する必要

があります。

このような分野の情報化の促進については,そ の性格

上,政 府の施策が とくに重要性を有することは申すまで

もありませんが,広 く国民の関心 と理解を深めるととも

に各方面の能力を活用するうえで民間関係者の参画と協

力が不可欠であ ります。

このように,わ が国の情報化が新たなる展開を遂げつ

つある今日,貴 財団の責務はますます大とな りつ つ あ

り,従 来に もまさる御活躍が期待 されてお ります。

貴財団におかれましては,こ の5年 の貴重な経験を十

分に生かされて,さ らに一段 と発展をとげられることを

祈念して,私 の御祝の言葉といたします。

昭和47年12月20日

通商産業大臣 中曽根 康 弘

郵政大臣ご祝辞

本日,財 団法人日本情報処理開発センター一創立5周 年

を記念するよき日にあた り,一 言お祝いのごあいさつを

申し上げます。

日本情報処理開発 センターは昭和42年 に設立 されまし

たが,以 来今 日まで会長を始めとする役職員各位の ご努

力,ご 研 さんと今 日ご来臨の関係各位のご支援により情

報処理に関する調査,研 究,開 発等に多くの業績をあげ

られ,わ が国経済社会の進展に大 きく貢献して こられた

ことにつきましては,そ の衝にあたる者として敬意を表

するとともに慶びに堪えない次第であります。
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(

ご承知のとお り当財団の設立 されました時期は,わ が

国経済が全面的国際化にその一歩を踏み出し,開 放経済

体制のもとに経済の一層の発展 と国民生活の充実を図る

ため,諸 方策の効率的推進が従前に も増 して強 く求めら

れていたときにあたりますが,そ の動向は,現 在に至 っ

ても変わりない ものと思われます。 このような情勢のな

かにお きまして情報処理の高度の進展および普及を図っ

てい くことは,今 後わが国が当面するであろ う多 くの課

題の解決 とわが国発展のための有力な推進手段 として不

可欠のものといえましよう。

郵政省 としましては,さ きにいわゆる通信回線の開放

を行ない,デ ータ通信制度を確立することにより,わ が

国の健全な情報化社会の建設の基盤形成に意を用いてき

たところではありますが,そ の健全な発展のため解決す

べ き問題は,情 報処理教育や情報処理技術の振興と普及

をはじめ,ソ フトウェアやプライバシーの保護の問題等

多方面にわたってなお山積しているといわなければな り

ません。

さらに,転 換の時代といわれるこの70年 代にお い て

は,高 度福祉社会建設を指向した生活環境改善のため,

社会開発型システムの開発に今後一層の努力が集中され

なければな らないことはご承知のとお りであります。

このような状況の もとにおける情報処理の研究および

開発の重要性はあらためて申し上げるまでもない ところ

であり,当 財団の使命はますます重大であるといわなけ

ればな りません。

どうか関係各位におかれましては,本 日の意義ある日

にあた り,あ らナこめて当財団の使命の重 きに思いをいた

し,い よいよご努力,ご 精進 されるよう切に希望する次

第であります。

おわりにあたり,日 本情報処理開発センターのいっそ

うのご発展を祈念して,簡 単なが らお祝いのごあいさつ

といたします。

昭和47年12月20日

郵政大臣 三 池 一言イ

、
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■第6次 海外情報処理実態調査団の派遣

米国,仏 国,西 独国における公共情報システムおよび

オンライン ・システムの実態と将来動向を調査するため

昭和48年2月24日 か ら3月11日 まで約2週 間 「第6次 海

外情報処理実態調査団」を派遣することとした。

調査団構成はつぎの とお りである。

1.米 国班 敬称略順不同

岡本 昭 文部省大臣官房情報処理課長

宮内 一郎 東京芝浦電気㈱電算機 システム技術部シ

ステム技術課長

市川 隆 当財団調査課長

難波 正之 同上 開発課長代理

2.欧 州班
ぐみ

柑沢 政司 当財団常務理事

内藤 利久 法務省大臣官房秘書課電子計算機室

課長補佐

中川 一郎 沖電気工業㈱

ソフトウェア事業部技師長

相沢 正雄 当財団技術課長代理

佐内 則夫 同上 システム課長代理

■沖縄国際海洋博覧会情報管理システム調査研究委員会

当財団では,沖 縄国際海洋博覧会協会の受託により,

上記委員会を設置し,昭 和50年(3月 ～8月)に 開催 さ

れる沖縄国際海洋博覧会の運営に伴 う会場内外の情報管

理について調査研究し,そ の最適システムのマスタープ

ランを作成した。

委員会構成(順 不同,敬 称略)

委員長 吉田 剛(当 財団専務理事)

委 員 渥美 和彦(東 京大学教授)

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

瀬

藤

田

沢

井

藤

村

山

瀬

原

井

橋

猪

伊

植

金

坂

佐

竹

中

広

安

柳

矢

博(東 京大学教授)

滋(東 京大学助教授)

義明(日 本電信電話公社)

昭雄(警 察庁)

隆明(日 本電気株式会社)

和宏(通 商産業省)

伸一(株 式会社日立製作所)

健一(東 京芝浦電気株式会社)

元孝(気 象庁)

武彦(株 式会社新日本製鉄)

朗人(株 式会社電通)

幸一(日 本放送協会)
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報 告 書 一 覧 表

米国における情報処理産業の実態

東欧における情報処理産業の実態

ソフ トウェアの価値に関する調査報告書

情報処理サービス業の実態調査

土地 ・建物コー ド標準化体系調査報告書

人に関するコー ド標準化体系調査報告書

米国および西欧における情報処理産業の動向

海外の情報産業

ソフ トウエア需要構造調査報告書(ll)

経営情報調査報告書(IV)一 石}lll業・電 力事業 ・流通業一

● 企業における情醐 理費用と採算性
遠 隔情 報処 理 シ ス テ ムの 研 究 開 発

汎 用 図形 処 理 言語 の開 発

イ ン タ ラ クテ ィブ 学 習 シス テ ムの 開 発

オ ン ライ ン ・シ ミュレ ー シ ョン言 語SIMBOL

タ イ ム シ ェア リン グ シ ス テ ムの 動 作解 析 と シ ミュ レ ー シ ・ン

記 事 情 報 検 索 の た めの デ ー タ ・マ ネジ メ ン ト

機 械 工 業 に お け る制御 情 報 シス テ ム

生 鮮 食 料 品 流 通 情 報 シス テ ムの 開 発 研 究

分 類 番 号

46-ROOI

46-ROO2

46-ROO3

46-ROO4

46-ROO5

46-ROO6

46-ROO7

46-ROO8

46-ROO9

46-RO10

46-RO11

46-SOOI

46-SOO2

46-SOO3

46-SOO4

46-SOO5

46-SOO6

46-SOO7

46-SOO8

頒 布 価 格(一 般)

800

700

在 庫 な し

1,000

1,500

1,600

1,200

1,300

2,200

1,400

1,000

1,400

1,100

1,000

700

700

1,100

1,000

未 定

賛 助 会 員

600

500

800

1,100

1,100

900

1,000

1,500

1,000

700

1,000

700

700

500

500

700

700

当 財 団 の 活 動 等 に つ い て の 問 合 先

当財団の活動について詳 しくお知 りにな りたい場合は,下 記あてご連絡 くだ さい。

当財団庶務的事項全般については

当財団の事業内容については

各種調査については

電話 東 京(03)434-8211(大 代 表)

総 務部 庶務 課(内 線470)

総 務部企 画 課(内 線477)

システムの調査研究 については

システム及びプ ログ ラムの研究開発 については・

情報処理に関するコンサル ティングについては

情報処理教育 については

情報処理 に関す る各種標準化については

情報処理 シンポジウムの内容については

報告書等各種出版物の入手については

総務部調査課(内 線286)

技術部研究課(内 線478)

・・…開発 本部 シ ステ ム課又 は開 発課(内 線215)

開発本部管理課(内 線529)

技術部教育課(内 線475)

技術部技術課(内 線536)

総務部調査課(内 線538)

総務部庶務課(内 線470)

、正.ば
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